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◦�ご購入にあたっては本書の内容を十分にお読みください。
◦�日興ワールド・トラスト（以下｢トラスト｣といいます。）のサブ・ファンドである日興ブラックロック・ハイ・クオリティ・
アロケーション・ファンド（米ドル建て）（以下「ファンド」ということがあります。）に関するより詳細な情報を含む
投資信託説明書（請求目論見書）が必要な場合は、販売会社にご請求いただければ当該販売会社を通じて交付
されます。なお、請求を行った場合には、投資者の皆様がその旨を記録しておくこととされておりますのでご留意
ください。
◦�また、EDINET（金融庁の開示書類閲覧ホームページ）で有価証券届出書等が開示されておりますので、詳細情報の
内容はhttps://disclosure2.edinet-fsa.go.jp/でもご覧いただけます。

◦�この交付目論見書は、金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第13条の規定に基づく目論見書です。
◦�この交付目論見書により行うファンドの受益証券の募集については、管理会社は、金融商品取引法第5条の規定に
より有価証券届出書を2024年３月29日に関東財務局長に提出しており、2024年３月30日にその届出の効力が
生じております。
◦�ファンドの受益証券の価格は、ファンドに組み入れられている有価証券の値動きのほか為替変動による影響を受け
ますが、これらの運用および為替相場の変動による損益は、すべて受益者の皆様に帰属します。

重要事項
ファンドは、投資信託を組み入れることにより運用を行います。ファンドが組み入れる投資信託は、主として内外の
株式や債券を投資対象としており、その価格は、保有する株式や債券の値動き、当該発行者の経営・財務状況の
変化、為替相場の変動等の影響により上下します。ファンドが組み入れる投資信託の価格の変動により、ファンドの
受益証券1口当たり純資産価格も上下します。受益証券1口当たり純資産価格の下落により損失を被り、投資元本を
割り込むことがあります。また、ファンドの受益証券1口当たり純資産価格は米ドル建てで算出されるため、円貨で
お受取りの際には為替相場の影響を受けます。したがって、投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、
受益証券1口当たり純資産価格の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。これらの運用および
為替相場の変動による損益は、すべて投資者の皆様に帰属します。投資信託は預貯金と異なります。
ファンドの受益証券1口当たり純資産価格の変動要因としては、主に「投資リスク」「管理会社および投資運用会社
への依存」「時間外取引およびマーケットタイミング」「運用歴」「投資先ファンドへの投資に係るリスク」「報酬の重複」
「株式リスク」「譲渡性のある債券」「通貨リスク － 基準通貨」「ディストレスト証券」「小規模企業」「新興国市場」「デリバ
ティブ」などがあります。
※詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）の「投資リスク」をご覧ください。



ファンド（注）の関係法人

管理会社

SMBC日興インベストメント・ファンド・マネジメント・カンパニー・エス・エイ
ファンド資産の運営・管理、受益証券の発行、買戻しを行います。
1992年2月27日にルクセンブルグにおいて設立されました。
資本金は、5,446,220ユーロ（約8億7,123万円）（2024年１月末日現在）です。
（注）�ユーロの円貨換算は、2024年１月31日現在の株式会社三菱UFJ銀行の対顧客電信売買

相場の仲値（1ユーロ＝159.97円）によります。
2024年１月末日現在、６本の投資信託を運営および管理しており、その純資産
総額は3,650,276,182米ドル、2,116,888ユーロ、2,006,910,673,977円、
14,181,267豪ドルの合計額です。

投資運用会社 三井住友DSアセットマネジメント株式会社
投資運用業務を行います。

副投資運用会社 ブラックロック・ジャパン株式会社
副投資運用業務を行います。

受託会社 ワールド・ファンド・リミテッド
ファンドの受託業務を行います。

保管会社／
管理事務代行会社

SMBC日興ルクセンブルク銀行株式会社
ファンドの資産の保管業務および管理事務代行業務を行います。

代行協会員／
日本における販売会社

SMBC日興証券株式会社
日本における代行協会員業務および受益証券の販売・買戻業務を行います。

（注）�日興ブラックロック・ハイ・クオリティ・アロケーション・ファンド（米ドル建て）は、アンブレラ・ファンドである日興ワールド・
トラストのサブ・ファンドです。なお、アンブレラとは、1つの投資信託の下で1つまたは複数の投資信託（サブ・ファンド）を
設定できる仕組みのものを指します。本書中で用いるその他の用語の定義につきましては投資信託説明書（請求目論見書）
をご参照ください。
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■ファンドの目的および投資方針
ファンドの投資目的は、その資産のほぼ全て（通常の状況においては、その資産の最低85%相当）を、ルクセン
ブルグにおいて登録されている変動資本を有するオープン・エンド型投資法人（SICAV）であるブラックロック・
グローバル・ファンズのサブ・ファンドであるグローバル・アロケーション・ファンドのクラスX2（米ドル建て）
投資証券（以下「投資先ファンド」といいます。）に投資することにより、信託財産の中長期的な成長を目指す
ことです。
投資先ファンドの投資目的は、主として、トータル・リターンの最大化を追求することです。投資先ファンドは、
世界（各国）の民間企業および政府系発行体の両方の株式、債務証券ならびに短期証券に、規定された制限
なく投資します。通常の状況において、投資先ファンドは、その総資産の少なくとも70%を民間企業および
政府系発行体の証券に投資します。投資先ファンドは、原則として、投資先ファンドの投資顧問会社が割安で
あると判断する証券に投資することを追求します。また、投資先ファンドは、小規模会社および新興成長企業
の株式に投資することができます。投資先ファンドは、債務証券への投資部分の一部を譲渡性のあるハイ・
イールド債券に投資することもできます。通貨エクスポージャーは柔軟に管理されます。
ファンドおよび投資先ファンドの基準通貨は、米ドルです。

1.	 �主として世界各国の株式や債券など、さまざまな資産への分散投資により信託財産の中長期的な成長を目指します。
◦ファンド・オブ・ファンズ方式で運用を行います。
◦�世界中のさまざまな資産（株式・債券など）、国・地域、セクターなどから、投資魅力度が高いと
判断する資産や個別証券を発掘します。
◦�投資環境に応じて株式や債券などの各資産への配分比率や個別証券への投資比率を機動的に
変更します。

2.	 �実質的な運用は、マルチアセット運用に精通したブラックロック・インベストメント・マネジメント・エル・エル・シーが行います。
◦ファンドの投資運用会社は、三井住友DSアセットマネジメント株式会社です。
◦ファンドの運用の指図に関する権限の一部を、ブラックロック・ジャパン株式会社に委託します。

3.	 �ファンドは米ドル建ての外国投資信託です。◦米ドル建ての投資先ファンドに対し、対円での為替ヘッジは行われません。

■ファンドの仕組み
ファンド・オブ・ファンズ方式で運用を行います。

ファンドの目的・特色

世界の株式や
債券など

投
資
家（
受
益
者
）

日興ワールド・トラスト－
日興ブラックロック・
ハイ・クオリティ・
アロケーション・

ファンド（米ドル建て）
ケイマン籍外国投資信託

【投資運用会社】
三井住友DSアセットマネジメント

株式会社

【副投資運用会社】
ブラックロック・ジャパン

株式会社

ブラックロック・
グローバル・ファンズ－
グローバル・

アロケーション・ファンド
クラス X2（米ドル建て）投資証券
ルクセンブルグ籍外国投資法人

【投資顧問会社】
ブラックロック・インベストメント・
マネジメント・エル・エル・シー

申込代金 投資 投資

収益分配金
買戻代金
償還金

損益 損益

ファンド 投資先ファンド 投資対象資産
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■主な投資制限
ファンドに適用される主な投資制限は以下のとおりです。詳細は請求目論見書をご参照ください。
① ‌�ファンドについて空売りされる有価証券の時価総額は、ファンドの純資産価額を超えてはなりません。
② ‌�ファンドの純資産価額の10%を超えて、借入れを行ってはなりません。ただし、合併等の特別緊急事態
により一時的に、かかる10%を超える場合はこの限りではありません。

③ ‌�ファンドおよび管理会社の運用する他の投資信託による保有が、一発行会社の議決権の総数の50%を
超えることとなるような株式投資を行ってはなりません。この制限は、他の投資信託に対する投資には
適用されません。	 �
（注）上記の比率の計算は、買付時点基準または時価基準のいずれかによることができます。
④ ‌�ファンドは、その純資産の15%を超えて私募株式、非上場株式または不動産等、流動性に欠ける資産に
投資しません。ただし、日本証券業協会が定める外国投資信託受益証券の選別基準（随時改訂または
修正されることがあります。）（外国証券の取引に関する規則）に要求されるとおり、価格の透明性を
確保する方法が取られている場合はこの限りではありません。	 �
（注）上記の比率の計算は、買付時点基準または時価基準のいずれかによることができます。
⑤ ‌�投資対象の購入、投資および追加の結果、ファンドの資産額の50%超が、日本の金融商品取引法（昭和
23年法律第25号（改正済））第2条第1項に規定される「有価証券」の定義に該当しない資産を構成する
こととなる場合、かかる投資対象の購入、投資および追加を行いません。

⑥ ‌�管理会社がファンドの名において行う取引のうち管理会社が自己または第三者の利益を図る目的で
行う取引等、受益者の保護に欠け、またはファンドの資産の適正な運用を害する取引は、すべて禁止
されます。

ファンドの投資対象の価値の変化、再構成、合併、ファンドの資産からの支払またはファンドの受益証券の
買戻しの結果としてファンドに適用される制限を超えた場合、管理会社は、直ちにファンドの投資対象を売却
する必要はありません。しかし、管理会社は、ファンドの受益者の利益を考慮した上で、違反が判明してから
合理的な期間内にファンドに適用ある制限を遵守するために合理的に可能な措置を講じます。
上記の投資制限に加え、ファンドは、以下の投資制限に従います。
▪デリバティブへの投資の禁止

ファンドは、いかなるデリバティブ取引またはその他の類似した取引（差金決済されない通貨先渡取引を
除きます。）も行いません。
▪信用リスクの管理

投資先ファンドは、ＵＣＩＴＳ（欧州における譲渡性のある証券を投資対象とする投資信託）に関する指令および
規則に服するルクセンブルグの変動資本を有するオープン・エンド型投資法人（ＳＩＣＡＶ）であり、とりわけ、
信用リスクの分散規制に服します。ファンドは実質的にすべての資産を投資先ファンドに投資するもので
あること、また、日本証券業協会は、株式等エクスポージャー、債券等エクスポージャーおよび／またはデリ
バティブ等エクスポージャーに関する単一の発行体および／またはカウンターパーティーに対するエクス
ポージャーについて、ＵＣＩＴＳに関する指令および規則が、日本証券業協会の外国証券の取引に関する規則
に適合していると考えていることから、管理会社としては、外国証券の取引に関する規則におけるファンドの
信用リスクのエクスポージャーは監視されており、よって、ファンドは日本証券業協会の外国証券の取引に
関する規則に適合しているものと考えています。

■分配方針
管理会社が基本信託証書および信託証書補遺の規定に基づきその絶対的裁量により決定する場合、受益者
に対する年次の分配を行うことができます。
管理会社は、管理会社が決定する日において、管理会社が決定する基準日におけるファンドの受益者に対し、
管理会社が決定する金額による分配を行うことができます。
前記は、将来の分配金の支払およびその金額について保証するものではありません。
受益証券の購入価格によっては、分配金の一部または全部が、実質的に元本の一部払戻しに相当する場合が
あります。受益証券の購入後のファンドの運用状況により、分配金額より受益証券1口当たり純資産価格の
値上がりが小さかった場合も同様です。

ファンドの目的・特色
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■運用体制
ファンドの運用体制
ファンドの運用の主要部分は、投資運用会社から運用の指図に関する権限の一部の委託を受けたブラック
ロック・ジャパン株式会社が、投資一任契約（運用委託契約）およびそれに付随するガイドラインに従って
行います（運用状況のモニタリング、運用状況の報告など。また、ファンドが投資する投資先ファンドの
運用は、ブラックロック・インベストメント・マネジメント・エル・エル・シーが行います。）。
投資運用会社においては、運用委託先の運用状況（ガイドライン等の遵守状況、運用パフォーマンスなど）
のモニタリング等を行います。また、運用委託先管理会議において運用委託先との契約について年１回
見直しの検討および継続可否判断等を行い、運用実績に優位性がある等の合理的理由のないままでの
契約の継続は行いません。

投資先ファンドの運用体制
投資先ファンドの運用はブラックロック・インベストメント・マネジメント・エル・エル・シーが行います。
１．運用体制
さまざまな資産を、国・地域別や業種別などの様々な観点から調査・分析を行うアナリスト／調査担当や、
定量分析により運用サポートを行うクオンツ・スペシャリスト、リスク分析担当等の当運用戦略専属の
プロフェッショナルによるサポートを受け、ポートフォリオ・マネジメント担当が資産配分や投資戦略等の
最終的な投資判断を行っています。

２．運用哲学
運用担当者のスキルを有機的に融合させ、徹底したボトムアップのリサーチに基づく個別銘柄選択と、
トップダウンのリサーチに基づく機動的な資産配分プロセスを融合させることにより、リスクがコント
ロールされた魅力的なトータル・リターンを獲得することができると考えています。

３．運用プロセス
・	�ポートフォリオ・マネジメント担当が、マクロ経済のリサーチ等に基づくトップダウン分析により、割安で
魅力的な資産種類や地域、グローバルなトレンドの変化を特定します。
・	�アナリスト／調査担当が個別企業についてボトムアップの分析を行い、投資魅力度を判断します。また、
ボトムアップの割安度に着目した個別分析により、トップダウンの展望に基づく資産配分との整合性を
確認します。
・	�トップダウンとボトムアップの分析を基に、ポートフォリオ・マネジメント担当の合議により、投資の最終
意思決定が行われ、配分比率の変更や個別証券への投資判断を行います。

投資対象
世界の株式・債券および現金等

ポートフォリオ構築

機動的な銘柄入替

700銘柄以上に分散投資

トップダウンビューに
基づく選択

資産配分（目安） ： 株式60％、債券40%
国別配分（目安） ： 米国60％、その他40%

ボトムアップに
基づくリサーチ

株式 ： 割安度に基づく個別銘柄分析
債券 ： クレジット分析を中心とした
　　   トータルリターン分析

企業･発行体調査の担当者は、調査担当領域や、マクロの見通し
に基づき調査対象企業・発行体を重点調査。

その後、更に個別企業・発行体が発行する銘柄（株式、債券等）の
割高・割安度を分析し、投資候補銘柄を選別。

リスク管理体制
•ポートフォリオのリスクが意図した範囲に収まっているか
•さまざまな要因に対して過度のリスクや意図していないリスクを
とっていないか

•必要に応じたストレステストの実施など

資産クラス、国、グローバルトレンドの分析

企業・発行体調査の担当者は個別企業・発行体に対し、定量分析
および定性分析を行い、企業の収益性や収益の持続性やESG
項目*等を評価し、個別企業・発行体の魅力度を判断。
* 外部評価機関のＥＳＧレーティングを確認することに加え、
ブラックロック独自のプロセスによってＥＳＧ項目を評価します。

（注）2023年12月末日現在の記載であり、変更される可能性があります。

ファンドの目的・特色
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■追加的記載事項
投資先ファンドの投資方針等
ブラックロック・グローバル・ファンズ － グローバル・アロケーション・ファンド クラスX2（米ドル建て）投資証券
形 態 ルクセンブルグ籍外国投資法人
主要運用対象 世界各国の株式や債券など

運用の基本方針

◦トータル・リターンの最大化を追求します。
◦�投資先ファンドは、世界の株式、債券および短期証券に規定された制限なく投資し
ます。通常の状況において、総資産の70%以上を国や企業が発行する有価証券に
投資します。
◦�投資先ファンドは、割安と判断される有価証券へ投資します。投資先ファンドは、小規模
会社および新興成長企業の株式に、また債券の投資部分においてはハイ・イールド
債券にも投資することができます。
◦�通貨エクスポージャーは柔軟に管理されます。

ベンチマーク ありません。

主な投資制限 ◦有価証券の空売りは行いません。
◦純資産総額の10%を超える借入れは行いません。

決 算 日 年1回決算（8月31日）
分 配 方 針 原則として分配を行いません。

信 託 報 酬 等
投資先ファンドの管理報酬はかかりません。
年間サービス手数料、保管報酬等は投資先ファンドの信託財産から負担されます。これら
は定率ではないために事前に料率等を表示することができません。

その他の費用 投資先ファンドの設定・開示に関する費用（監査報酬、弁護士報酬等）、組入有価証券の
売買の際に発生する売買委託手数料等がかかります。

信託財産留保額 ありません。
申 込 手 数 料 ありません。

投資顧問会社 ブラックロック・インベストメント・マネジメント・エル・エル・シー
ブラックロック（シンガポール）リミテッド

ファンドの目的・特色
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■リスク要因
受益証券への投資には、国際金融市場におけるすべての投資に共通する大きなリスクが伴います。投資を
行おうとする方は、受益証券に投資するメリットおよび妥当性を評価する際に、特に以下の要因を入念に
検討するべきです。受益証券の価格は、上昇する場合もあれば下落する場合もあるため、投資者は当初の
投資額を回収することができない可能性があります。したがって、ファンドへの投資は、投下資本をすべて
失うリスクを負担できる方のみが行うべきです。ファンドは、収益水準に関係なく各種の報酬と費用を支払う
責任を負います。
ファンドの受益証券1口当たり純資産価格の変動要因としては、主に以下のものが挙げられますが、これらに
限定されるものではありません。したがって、投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、
受益証券1口当たり純資産価格の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。これらの
運用および為替相場の変動による損益は、すべて投資者の皆様に帰属します。投資信託は預貯金と異なり
ます。詳細については、投資信託説明書（請求目論見書）の該当箇所をご参照ください。

ファンドのリスク
▪投資リスク
ファンドが投資目的を達成できるという保証はありません。管理会社は、ファンドへの投資にはリスクが
伴うことに鑑みて、ファンドへの投資を中長期的投資と考えることを投資者に対して推奨します。
▪管理会社および投資運用会社への依存
ファンドの投資対象への投資運用と投資指図は、ファンドの投資ガイドラインの範囲内で信託財産の投資
運用に完全な責任を負う管理会社の責任下にあります。管理会社は、その権限と責任を投資運用会社に
委託し、投資運用会社は、ファンドの投資対象の選定、指図、評価および監視に関する完全な裁量権を有し
ます。
▪時間外取引およびマーケットタイミング
管理会社は、時間外取引もしくはマーケットタイミングまたはその他類似の取引類型を認めていません。
かかる取引実施を回避するため、受益証券の発行および買戻しは未知の価格で行われ、管理会社は、一定の
締切時刻以降に受領した注文を受け付けません。管理会社は、マーケットタイミング行為が疑われる者
からの買付注文を拒否する権利を有します。
▪運用歴
ファンドの運用歴は限られており、投資運用会社の過去の実績は必ずしも投資運用会社またはファンドの
将来の実績の指標とはなりません。
▪投資先ファンドへの投資に係るリスク
ファンドは、実質的にその資産のすべてを投資先ファンドの投資証券に投資することを意図するため、投資
先ファンドのポートフォリオの分散および／または流動性によってはファンドの投資について分散または
流動性が欠けるおそれがあります。それ故に、投資先ファンドのパフォーマンスの悪化は、ファンドの
パフォーマンスの悪化を招きます。
▪報酬の重複
受託会社、管理会社、投資運用会社、管理事務代行会社、保管会社、代行協会員、日本における販売会社
およびファンドのためのその他の業務提供会社の費用および報酬に加え、ファンドはまた、投資先ファンド
の資産から支払われることがある全報酬および費用（投資先ファンドの業務提供会社に支払われる報酬
および費用を含みます。）を按分して間接的に負担します。

投資リスク
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投資先ファンドの主な投資リスク
▪株式リスク
株式の価値は日々変動し、株式に投資する投資先ファンドは重大な損失を被ることがあります。株式の
価格は、個別の国のレベルで、また、経済成長、インフレーションおよび金利のトレンド、企業業績レポート、
人口動態上の傾向ならびに大規模災害を含むより幅広い経済上および政治上の変化といった多くの要素
によって影響されえます。
▪譲渡性のある債券
債券は実際上および認識上両方の信用力の評価の影響を受けます。
投資先ファンドは、実勢金利の変動および信用力に関する判断に影響されることがあります。一般的に
金利が下落すると債券（固定利付証券）の価格は上昇し、金利が上昇すれば債券（固定利付証券）の価格は
下落するので、投資先ファンドの資産価額は一般的に市場の金利変動の影響を受けます。
▪通貨リスク－基準通貨
投資先ファンドはその基準通貨以外の通貨建ての資産に投資することがあります。基準通貨と資産の表示
通貨の間の為替レートの変動により、基準通貨建ての資産の価額は上昇または下落します。投資先ファンド
は、通貨リスクをコントロールするために、ヘッジ目的でデリバティブを含む手法および金融商品を利用する
ことがあります。ただし、投資先ファンドのポートフォリオまたはポートフォリオ内の特定の資産に関する
通貨リスクを完全に抑えることが可能でないまたは実際的でないことがあります。更に、投資先ファンドの
投資方針に別段に定められる場合を除き、投資先ファンドの投資顧問会社は、投資先ファンド内の通貨リスク
の軽減を図る義務を負いません。
▪ディストレスト証券
債務不履行中または債務不履行となる高いリスクを有する会社が発行している証券（「ディストレスト証券」
といいます。）への投資は大きなリスクを伴います。
投資先ファンドによる財務状態の弱い企業や機関の株式関連証券または固定収益の譲渡性のある証券
への投資は、資本の相当な需要やマイナスの自己資本を有する発行体、また、破産や再建手続下にある、
かかる手続下にあった、またはかかる手続下になりうる発行体を含むことがあります。
▪小規模企業
多くの小規模会社の株式は、取引頻度が低く、その取引量も少なく、また大会社の株式と比較して、突然の
または不規則な価格変動にさらされることがあります。また、小規模会社の証券は、大会社の証券と比較
して、市場の変動に敏感なことがあります。これらの要因によって、投資先ファンドの純資産価額が平均を
上回る変動を示す結果となることがあります。
▪新興国市場
新興国市場とは、経済および／または資本市場の発達水準が低く、株価および通貨の変動が高水準である、
一般的に経済的に困窮しているかまたは発展途上の国々のことであり、以下に記載されるリスクにさら
されることがあります。⒜ 一部の新興国市場の政府は、民間経済セクターに対して重大な影響力を行使し、
多くの発展途上国に存在する政治的および社会的不安定は特に重大です。⒝ 社会的および政治的に不利
な環境で、政府は、収用、没収税、国営化、証券市場への介入および取引清算、ならびに海外投資の制限の
付加および為替操作に関与し、これらは将来も繰り返される可能性があります。⒞ 新興国市場において
一般的に認められている会計、監査および金融報告の実務は、先進国の実務とは大きく異なることがあり
ます。⒟ 発展途上国の証券市場は、確立された証券市場ほど大きくなく、実質的な取引量も少なく、それが
結果的に流動性の不足と価格の大幅な変動をもたらします。⒠ 証券取引の決済に関連する新興国市場に
おける実務は、先進国の実務に比べて高いリスクを伴います。

投資リスク
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▪デリバティブ
投資先ファンドは、市場リスク、金利リスクおよび通貨リスクをヘッジするため、ならびに効率的にポート
フォリオを運用する目的で、デリバティブを利用することができます。
デリバティブの活用は、投資先ファンドに高いリスクをもたらします。
デリバティブ取引は変動性が高くなる可能性があり、市場エクスポージャーに関して取引にレバレッジを
かけることがあるため、当初証拠金の額は、取引単位と比較して一般に小さくなります。相対的に小規模な
市場の動向が、一般的な債券または株式に対するよりも、デリバティブに対し大きな影響をもたらすことが
あります。したがって、レバレッジされたデリバティブのポジションは、投資先ファンドのボラティリティを
高めることがあります。

■その他の留意点
ファンドの取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリングオフ）は適用されません。

■リスクの管理体制（注）
ファンドのリスク管理体制（投資運用会社のリスク管理体制）
投資運用会社において、リスク管理の実効性を高め、また、コンプライアンスの徹底を図るために、運用部門
から独立した組織（リスク管理部および法務コンプライアンス部）を設置し、ファンドの投資リスクや法令・
諸規則等の遵守状況にかかる確認等を行っています。リスク管理部では、主に目論見書等において定める
各種投資制限等のモニタリングを行います。また、法務コンプライアンス部では、主に法令・諸規則等の遵守
状況についての確認等を行います。
投資先ファンドのリスク管理体制
投資先ファンド運用を担当するブラックロック・インベストメント・マネジメント・エル・エル・シーではリスク
管理を重視しており、リスクを十分にコントロールした上で、超過収益を獲得することを目指しています。
ブラックロック・グループでは独自開発のシステムを用いて、取引の自動処理およびリスク・マネジメントを
行っており、リスク・マネジメント関連部門が、ポートフォリオ・マネジャーが投資判断やリスク・ポジションの
調整を行う際に必要とされる様々な情報を提供しています。
リスク・クオンツ分析部（RQA）では、独自のトップダウンおよびボトムアップ分析を用いて、ポートフォリオの
リスク分析を行います。RQAはポートフォリオ・マネジャーと協働して、ポートフォリオのリスクがそれぞれの
戦略において、現在の運用チームの投資方針に合致していることを確認します。さらに、RQAはカウンター
パーティ・リスクおよびオペレーション上のリスクの管理も行っています。
（注）2023年12月末日現在の記載であり、変更される可能性があります。

投資リスク
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投資リスク

■参考情報
下記グラフは、ファンドの投資リスクをご理解いただくための情報の一つとしてご利用ください。

ファンドの分配金再投資
1口当たり純資産価格・年間騰落率の推移

2019年２月〜2024年１月の5年間におけるファンドの分配金
再投資1口当たり純資産価格（各月末時点）と、年間騰落率（各月末
時点）の推移を示したものです。

左のグラフと同じ期間における年間騰落率（各月末時点）の平均と
振れ幅を、ファンドと他の代表的な資産クラス（円ベース）との
間で比較したものです。このグラフは、ファンドと代表的な資産
クラスを定量的に比較できるように作成したものです。

ファンドと他の代表的な
資産クラスとの年間騰落率の比較

（2019年２月～2024年１月）
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出所：Bloomberg L.P.および指数提供会社のデータを基に森・濱田松本法律事務所が作成
（ご注意）
◦�分配金再投資1口当たり純資産価格は、税引前の分配金を分配時にファンドへ再投資したとみなして算出したものです。ただし、
ファンドについては分配金の支払実績はないため、分配金再投資1口当たり純資産価格は各受益証券の1口当たり純資産価格
と等しくなります。
◦�ファンドの年間騰落率（各月末時点）は、各月末とその１年前における分配金再投資1口当たり純資産価格を対比して、その
騰落率を算出したものです。（月末が営業日でない場合は直前の営業日を月末とみなします。）
◦�ファンドの年間騰落率は、米ドル建てで計算されており、円貨に為替換算されておりません。したがって、円貨に為替換算した
場合、上記とは異なる騰落率となります。
◦�代表的な資産クラスの年間騰落率（各月末時点）は、各月末とその１年前における下記の指数の値を対比して、その騰落率を
算出したものです。（月末が休日の場合は直前の営業日を月末とみなします。）
◦�ファンドと他の代表的な資産クラスとの年間騰落率の比較は、上記の5年間の各月末時点における年間騰落率を用いて、
それらの平均・最大・最小をグラフにして比較したものです。
◦�ファンドは、代表的な資産クラスの全てに投資するものではありません。
◦�代表的な資産クラスを表す指数
日 本 株………ＴＯＰＩＸ（配当込み）
先進国株………FTSE先進国株価指数（除く日本、円ベース）
新興国株………S&P 新興国総合指数
日本国債………ブルームバーグE1年超日本国債指数
先進国債………FTSE世界国債指数（除く日本、円ベース）
新興国債………FTSE新興国市場国債指数（円ベース）
（注）S&P新興国総合指数は、Bloomberg L.P.で円換算しています。
TOPIX（東証株価指数）の指数値及びTOPIXに係る標章又は商標は、株式会社JPX総研又は株式会社JPX総研の関連会社
（以下「JPX」といいます。）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用などTOPIXに関するすべての権利・ノウハウ
及びTOPIXに係る標章又は商標に関するすべての権利はJPXが有します。JPXは、TOPIXの指数値の算出又は公表の誤謬、
遅延又は中断に対し、責任を負いません。本商品は、JPXにより提供、保証又は販売されるものではなく、本商品の設定、販売
及び販売促進活動に起因するいかなる損害に対してもJPXは責任を負いません。
FTSE先進国株価指数（除く日本、円ベース）、FTSE世界国債指数（除く日本、円ベース）およびFTSE新興国市場国債指数
（円ベース）に関するすべての権利は、London Stock Exchange Group plcまたはそのいずれかのグループ企業に属します。
各指数は、FTSE International Limited、FTSE Fixed Income LLCまたはそれらの関連会社等によって計算されています。
London Stock Exchange Group plcおよびそのグループ企業は、指数の使用、依存または誤謬から生じるいかなる負債に
ついて、何人に対しても一切の責任を負いません。

上記の参考情報は、あくまで過去の実績であり、将来の運用成果を保証または示唆するものではありません。
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運用実績

ファンドは、2014年11月13日から運用を開始しました。
なお、ファンドにベンチマークはありません。

■投資状況	 （2024年１月末日現在）
資産の種類 国・地域名 投資比率（%）

投資信託 ルクセンブルグ 100.23
現金・その他の資産（負債控除後） −0.23

合計 100.00
（注）�投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。以下同じです。

■投資有価証券の主要銘柄
＜ファンド＞	 （2024年１月末日現在）

銘柄 国・地域名 種類 投資比率（%）
BlackRock Global Funds – Global Allocation Fund Class X2 （USD） ルクセンブルグ 投資信託 100.23
＜投資先ファンドの投資状況＞	 （2024年１月末日現在）

資産の種類 投資比率（%）
株式等 66.9
債券 29.4
現金等 3.6

（注1）�投資比率は、ブラックロック・グローバル・ファンズ－グローバル・アロケーション・ファンドの純資産総額を100％として計算しています。
（注2）�投資比率は小数第2位を四捨五入して表示しているため、合計が100％にならない場合があります。

■純資産総額および受益証券1口当たり純資産価格の推移
（2014年11月13日（設定日）〜2024年１月末日）
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■分配の推移
運用開始後2024年１月末日現在まで、分配の実績はありません。
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■収益率の推移
（%）30
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0
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－9.20%

－16.74%

19.95%

6.04%

16.75%
12.28%12.28%

0.56%0.56%

（注1）	収益率（%）＝100×（a－b）／b
	 a ＝	各暦年末現在の1口当たり純資産価格（当該各暦年の分配金（税引前）の合計額を加えた額）
	 b ＝	�当該各暦年の直前の各暦年末現在の1口当たり純資産価格（分配落ちの額）	
（注2）	2024年は1月1日から１月末日までの収益率です。

■運用実績の記載に係る注記事項
上記の運用実績は、あくまで過去の実績であり、将来の運用成果を保証または示唆するものではありません。

運用実績
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手続・手数料等

■お申込みメモ

ご購入の申込期間
2024年３月30日（土曜日）から2025年３月31日（月曜日）まで
（注1）�ファンドは米国の居住者または法人、ケイマン諸島の居住者もしくは住所地を有する方（ケイマン諸島で設立された

免税会社または通常の非居住会社を除きます。）に該当しない方に限り、申込みを行うことができます。
（注2）�申込期間は、その終了前に有価証券届出書を提出することにより更新されます。

ご購入（お申込）単位 10口以上1口単位

ご購入（お申込）価格

発行日における受益証券1口当たり純資産価格
（通常、関連する発行日の翌営業日の日本における翌営業日に公表されます。）
（注）� 「発行日」とは、毎評価日または管理会社が随時決定するその他の日をいいます。	 �
「評価日」とは、毎営業日、または管理会社が随時決定するその他の日をいいます。	 �
「営業日」とは、ルクセンブルグ、米国およびケイマン諸島における銀行ならびにルクセンブルグ証券取引所が営業
している日で、かつ日本において銀行および金融商品取引業者が営業している日（土曜日、日曜日およびクリスマス・
イブを除きます。）、またはファンドに関して管理会社が随時決定するその他の日をいいます。

ご購入（お申込）代金

日本における約定日（日本における販売会社が注文の成立を確認した日（通常、発行日の翌営業日の日本に
おける翌営業日））から起算して日本における4営業日目までに申込金額および申込手数料をお支払ください。
（注）�ご購入代金のお支払は、米ドル貨または円貨によるものとし、円貨で支払われる場合、米ドル貨との換算は、各申込みに

ついての日本における約定日の東京外国為替市場の外国為替相場に準拠して日本における販売会社が決定する
レートによります。

お申込締切時間 日本における申込受付時間は、原則として、午後4時（日本時間）までとします。
上記時刻以降の申込みは、日本における翌営業日の申込みとして取り扱われます。

ご換金（買戻）単位 1口以上1口単位

ご換金（買戻）価格
買戻日における受益証券1口当たり純資産価格
（通常、関連する買戻日の翌営業日の日本における翌営業日に公表されます。）
（注）｢買戻日｣とは、原則として、毎評価日、または管理会社が随時決定するその他の日をいいます。

ご換金（買戻）代金 買戻代金の支払は、通常、日本における約定日（通常、買戻日の翌営業日の日本における翌営業日）から起算
して日本における4営業日目に行われます。

買戻請求締切時間 日本における買戻請求受付時間は、原則として、午後4時（日本時間）までとします。

ご換金（買戻）制限

いずれかの買戻日におけるファンドに関する買戻請求通知の合計が、管理会社がその絶対的裁量により
決定する一定の割合または金額を超える場合、管理会社は、①管理会社が当該買戻請求通知に関する買戻
代金の支払要件を充足するために十分な資産を換金するまで、かかる買戻日もしくはファンドの純資産価額
の計算を延期するか、または、②買い戻される受益証券の総数を管理会社が決定する一定の割合もしくは
金額まで制限することにより、受益者の買戻請求を比例的に縮小し、その後の買戻日に受け取る買戻請求
通知に優先してその後の買戻日時点で残余を買い戻すことができます。
純資産価額の算定が一時停止決定されている期間中は、受益証券の買戻しは行われません。

ご購入・買戻し
申込受付の停止

受託会社または管理会社は、ファンドに関する受益証券1口当たり純資産価格の計算（および評価日の
決定）、受益証券の発行、買戻し（または買戻日の決定）および買戻代金の支払（仮に評価日または買戻日が
延期または一時停止されない場合であっても）の全部または一部を、下記状況を含むあらゆる理由において
その単独の裁量により、延期または一時停止することができます。
①‌�その時点でファンドの大部分の直接または間接の投資対象が上場されている証券取引所が通常の週末
および休日以外の理由で閉鎖している期間、または取引が制限され、もしくは停止している期間。
②‌�緊急事態に該当すると受託会社または管理会社が判断する事態またはその他の事情が存在する結果
として、ファンドによる投資対象の評価もしくは処分を合理的に実施することができないか、または
評価もしくは処分をすれば受益者の利益が大幅に損なわれる期間。
③‌�ファンドの直接または間接の投資対象の価額もしくは証券市場の最新価格を算定するために通常使用
している通信手段が故障している期間、またはその他の理由でファンドが直接または間接に所有する
投資対象の価額が合理的に迅速かつ正確に確認できない期間。
④‌�投資対象の取得または処分に伴う資金の送金が通常の為替レートで実行することができないと受託
会社が管理会社と協議した上で判断する期間。
⑤‌�ファンド、管理会社またはそれらの関連会社、子会社もしくは関係者またはファンドのその他の業務
提供者に関連して、受託会社、管理会社または管理事務代行会社に適用あるマネー・ローンダリング
防止規則を遵守するために必要であると受託会社または受託会社の代理人としての管理事務代行
会社が判断する期間。
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信託期間

ファンドは、後記「繰上償還」に記載する基本信託証書の条項に従い、管理会社と受託会社が日本における
販売会社と協議のうえ随時決定する日もしくは①ファンドの純資産価額が、1,000万米ドルまたは管理会社
および受託会社が日本における販売会社と協議の上定めるその他の金額を下回った場合、②投資先ファンド
が終了した場合または③基本信託証書に記載された事象が発生した場合（基本信託証書の締結日に開始し
当該日の149年後に終了する期間の終了時を含む。）のいずれかの事象の発生により終了する予定です。
なお、ファンドは2014年11月13日に運用を開始しました。

繰上償還

ファンド（または場合によりトラスト）は、以下のいずれかの事項が最初に発生した時に終了します。
①‌�ファンド（または場合によりトラスト）の存続もしくは他の法域への移転が違法になる場合、または受託
会社または管理会社の合理的な見解により非現実的もしくは不適切になる場合。
②‌�ファンドの純資産価額が、1,000万米ドルまたは管理会社もしくは受託会社が日本における販売会社と
協議の上随時定めるその他の金額を下回り、管理会社と受託会社が、日本における販売会社と協議
した上で、ファンドの終了を決定した場合。
③‌�投資先ファンドが終了した場合。
④基本信託証書の締結日（2009年3月18日）に開始し、同日の149年後に終了する期間が経過した時。
⑤‌�受益者が、ファンド決議（または場合により受益者決議）により終了を決定した場合。
⑥‌�受託会社が退任の意思を書面により通知した場合、または受託会社が強制的もしくは任意的清算を
開始した場合であって、管理会社が、当該通知の受領または清算の開始後90日以内に、受託会社の
後任として受託会社の業務を承継する用意のある他の会社を任命しまたは任命を手配することができ
ない場合。
⑦‌�管理会社が退任の意思を書面により通知した場合、または管理会社が強制的もしくは任意的清算を
開始した場合であって、受託会社が、当該通知の受領または清算の開始後90日以内に、管理会社の
後任として管理会社の業務を承継する用意のある他の会社を任命しまたは任命を手配することができ
ない場合。
⑧‌�受託会社または管理会社が、その絶対的な裁量により終了を決定する場合。

決算日 毎年9月30日

収益分配
管理会社が基本信託証書および信託証書補遺の規定に基づきその絶対的裁量により決定する場合、受益者
に対する年次の分配を行うことができます。
管理会社は、管理会社が決定する日において、管理会社が決定する基準日におけるファンドの受益者に対
し、管理会社が決定する金額による分配を行うことができます。

信託金の限度額 ファンドについて、信託金の限度額は定められていません。

運用報告書
管理会社は、ファンドの資産について、ファンドの計算期間終了後、投資信託及び投資法人に関する法律に
従って、一定の事項につき運用報告書（全体版）および交付運用報告書を作成し、遅滞なく、金融庁長官に
提出しなければなりません。ファンドの交付運用報告書は、日本の知れている受益者に交付され、運用報告書
（全体版）は代行協会員のホームページにおいて提供されます。

課税関係 課税上は、公募外国株式投資信託として取扱われます。

その他

受益証券の取得申込みを行う投資者は、日本における販売会社と外国証券の取引に関する契約を締結
します。このため、日本における販売会社は、「外国証券取引口座約款」およびその他所定の約款を投資者
に交付し、投資者は、当該約款に基づく取引口座の設定を申し込む旨を記載した申込書を提出します。
信託証書の一方当事者である管理会社は、ルクセンブルグ金融監督委員会（Commission de Surveillance 
du Secteur Financier）の規制を受けていますが、ファンドは、ルクセンブルグの投資信託ではなく、
ルクセンブルグの法律に服しておらず、ルクセンブルグ大公国におけるまたはルクセンブルグ大公国からの
販売のための登録を行っていません。ファンドは、ルクセンブルグ大公国の監督官庁による認可を受けて
おらず、ルクセンブルグ当局の監督に服していません。ファンドの受益証券は、欧州連合に所在するいかなる
タイプの投資家に対しても販売されません。ルクセンブルグ大公国の監督官庁を通じて行われる規制された
投資信託の投資者の保護は、ファンドの投資者には提供されません。
外貨建投資信託の場合の適用為替レートについて
外貨建投資信託の場合は、売買、償還等にあたり、円貨と外貨、または、異なる外貨間での交換をする際には、
外国為替市場の動向に応じて日本における販売会社が決定した為替レートによるものとします。

手続・手数料等
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手続・手数料等

■ファンドの費用
投資者が直接的に負担する費用

ご購入（お申込）手数料

申込口数 申込手数料
1万口未満 3.30%（税抜3.0％）
1万口以上5万口未満 1.65%（税抜1.5％）
5万口以上10万口未満 0.825%（税抜0.75％）
10万口以上 0.55%（税抜0.5％）

（注1）�管理会社および日本における販売会社が申込手数料について別途合意する場合には、それに従うものとし、
上記と異なる取扱いをすることができます。

（注2）�上記申込手数料に関わる「税」とは、消費税および地方消費税を示します。
（注3）�購入（申込み）手数料は、商品および関連する投資環境の説明および情報提供等ならびに購入に関する事務

手続の対価です。

ご換金（買戻）手数料 買戻手数料は課されません。
投資者が信託財産で間接的に負担する費用
ファンドに係る報酬・費用等
ファンドの純資産価額に対して、年率1.88％および下記の受託報酬の合計額、ならびにその他の費用・手数料がファンドの資産より
控除されます。
（内訳）
手数料等 支払先 対価とする役務の内容 報酬料率

管理報酬 管理会社
ファンドの設定・継続開示にかかる手続、
資料作成・情報提供、運用状況の監督、
リスク管理、その他運営管理全般にかか
る業務

純資産価額の年率0.04%
各評価日に発生しかつ計算され、毎月後払
いされます。

管理事務代行報酬 管理事務
代行会社

ファンドの購入・換金（買戻し）等の受付、
信託財産の評価、純資産価額の計算、会
計書類作成およびこれらに付随する業務

純資産価額の年率0.08%（最低で年間
12,500ユーロ）
各評価日に発生しかつ計算され、毎月後払
いされます。

保管報酬 保管会社
ファンド信託財産の保管、入出金の処
理、信託財産の決済およびこれらに付随
する業務

純資産価額の年率0.06%（最低で年間
3,000ユーロ）
各評価日に発生しかつ計算され、毎月後払
いされます。

代行協会員報酬 代行協会員
目論見書、運用報告書等の販売会社等
への送付、受益証券1口当たり純資産価
格の公表およびこれらに付随する業務

純資産価額の年率0.10%
各評価日に発生しかつ計算され、毎月後払
いされます。

販売報酬 販売会社
受益証券の販売業務、購入・買戻しの取
扱業務、運用報告書の交付等購入後の情
報提供業務およびこれらに付随する業務

純資産価額の年率0.70%
各評価日に発生しかつ計算され、毎月後払
いされます。

投資運用報酬 投資運用会社 ファンドに対する投資運用業務

純資産価額の年率0.90%（投資運用会社は
副投資運用会社に対し、投資運用報酬から
副投資運用報酬を支払います。）
各評価日に発生しかつ計算され、四半期ご
とに後払いされます。

受託報酬 受託会社 ファンドに対する受託業務
純資産価額の年率0.01%（最低で年間
15,000米ドル、最高で年間30,000米ドル）
各評価日に発生しかつ計算され、四半期ご
とに後払いされます。

その他の費用・手数料
仲介手数料、その他の運営費用（監査人および法律顧問の報酬、保管料、適用法令に基づいて必要な
報告書または書類を作成し、配布する費用等）がファンドにより支払われます。これらについては運用
状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を示すことができません。

投資先ファンドの報酬および費用

投資先ファンドに係る
報酬・費用等

投資先ファンドの管理報酬はかかりません。
管理事務代行報酬、保管報酬等は投資先ファンドの信託財産から負担されます。これらは定率ではない
ために事前に料率等を表示することができません。
このほか、投資先ファンドの設定・開示に関する費用（監査報酬、弁護士報酬等）、組入有価証券の売買
の際に発生する売買委託手数料等がかかります。

※�上記手数料等の合計額については、投資者の皆様がファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。
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税金

＜個人のお客様に適用される税制＞

個人のお客様が支払を受けるファンドの分配金については、20.315%（所得税15.315%、
住民税5%）の税率による源泉徴収が日本国内で行われます（2038年1月1日以後は20%
（所得税15%、住民税5%）の税率となります。）。
受益証券の換金（買戻し）または償還に基づく損益は、個人のお客様について、換金（買戻し）
時または償還時に、譲渡所得として課税され、譲渡益に対して20.315%（所得税
15.315%、住民税5%）が課せられます（2038年1月1日以後は20%（所得税15%、住民税
5%）の税率となります。）。

＜法人のお客様に適用される税制＞
法人のお客様が支払を受けるファンドの分配金については、所得税のみ15.315%の税率に
よる源泉徴収が日本国内で行われます（2038年1月1日以後は所得税のみ15%の税率と
なります。）。

◦	�上記は、2024年２月末日現在のものですので、税法が改正された場合等には、税率等が変更される場合があります。
◦	�税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

手続・手数料等
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お申込手数料に関するご説明 
＊当書面の情報の作成主体はＳＭＢＣ日興証券株式会社であり、作成責任はＳＭＢＣ日興証券株式会

社にあります。 

■ファンドのお申込手数料は購入時にご負担いただくものですが、保有期間が

長期に及ぶほど、1年あたりのご負担率はしだいに減っていきます。 

例えば、お申込手数料が 3％（税抜）の場合 

 

 

※ファンドによっては、ご購入時にお申込手数料をお支払いいただかずに、解約・換金（買戻し）

時に手数料（保有期間に応じた条件付後払申込手数料を含みます。）をお支払いいただく場合、

もしくは、保有期間中にお申込手数料をお支払いいただく場合があります。その場合も、保有

期間が長期に及ぶほど、１年あたりのご負担率はしだいに減っていきます。 

※上記の図の手数料率や保有期間は例示です。また、ファンドをご購入いただいた場合、上記の

お申込手数料等のほか、信託報酬やその他の費用等をご負担いただきます。また、信託財産  

留保額等をご負担いただく場合があります。実際の手数料率等の詳細は投資信託説明書（交付

目論見書）または目論見書補完書面でご確認ください。 

※当書面の情報は、投資信託説明書（交付目論見書）または目論見書補完書面の記載情報では 

ございません。   

 

 

【信託期間に関するご留意事項】 

・ファンドには原則として信託期間が定められており、信託期間が終了するとファンドは償還

されます。ただしファンドによっては当初設定された信託期間を繰り上げて償還（または延

長）する場合もあります。上記お申込手数料の１年あたりのご負担率がしだいに減っていく

効果は、お客様の保有期間のほか、ファンドが繰上償還された場合など信託期間によっても

影響を受けることがありますのでご留意ください。 

・ファンドの信託期間は投資信託説明書（交付目論見書）にてご確認ください。 
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あります。

※�ファンドによっては、ご購入時にお申込手数料をお支払いいただかずに、解約・換金（買戻し）時に

手数料（保有期間に応じた条件付後払申込手数料を含みます。）をお支払いいただく場合、もしくは、

保有期間中にお申込手数料をお支払いいただく場合があります。その場合も、保有期間が長期に

及ぶほど、１年あたりのご負担率はしだいに減っていきます。

※�上記の図の手数料率や保有期間は例示です。また、ファンドをご購入いただいた場合、上記のお申込

手数料等のほか、信託報酬やその他の費用等をご負担いただきます。また、信託財産留保額等を

ご負担いただく場合があります。実際の手数料率等の詳細は投資信託説明書（交付目論見書）

または目論見書補完書面でご確認ください。

※�当書面の情報は、投資信託説明書（交付目論見書）または目論見書補完書面の記載情報ではござい

ません。

【信託期間に関するご留意事項】

・ �ファンドには原則として信託期間が定められており、信託期間が終了するとファンドは償還され

ます。ただしファンドによっては当初設定された信託期間を繰り上げて償還（または延長）する

場合もあります。上記お申込手数料の１年あたりのご負担率がしだいに減っていく効果は、お客様

の保有期間のほか、ファンドが繰上償還された場合など信託期間によっても影響を受けることが

ありますのでご留意ください。

・ �ファンドの信託期間は投資信託説明書（交付目論見書）にてご確認ください。

例えば、お申込手数料が3％（税抜）の場合

【１年あたりのご負担率（税抜）】

■�ファンドのお申込手数料は購入時にご負担いただくものですが、保有期間が長期に

及ぶほど、1年あたりのご負担率はしだいに減っていきます。
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目論見書補完書面（投資信託）
＜コード0239＞

（この書面は、金融商品取引法第37条の3の規定によりお渡しするものです。）

この書面および目論見書の内容を十分にお読みください。
この書面および目論見書は、ご投資にあたってのリスクやご留意点が記載されております。投資者の皆様が
お取引される際には、あらかじめ十分にお読みいただき、ご不明な点がございましたら、お取引開始前にお取扱店に
ご確認ください。
ファンド名� 日興ワールド・トラスト −

日興ブラックロック・ハイ・クオリティ・アロケーション・ファンド（米ドル建て）
手数料など諸費用について ■	�申込時に直接ご負担いただく費用

申込手数料：3.30%（税抜3.00%）を上限に、お申込口数に応じて逓減料率を採用して
おります。
お申込手数料は、お申込金額（お申込口数 × 1口当たり純資産価格）に、お申込手数料率を
乗じて次のように計算されます。
お申込手数料（税込） ＝ お申込口数 × 1口当たり純資産価格 × お申込手数料率（税込）
例えば、1口当たり純資産価格100.00米ドルの時に100口ご購入いただく場合は、お申込
手数料（税込） ＝ 100口 × 100.00米ドル × 3.30% ＝ 330.00米ドルとなり、合計
10,330.00米ドルをお支払いただくことになります。

■	�換金時に直接ご負担いただく費用
買戻手数料：買戻手数料はありません。

※詳しくは交付目論見書をご覧ください。
ファンドに係る
金融商品取引契約の概要 当社は、ファンドの販売会社として、募集の取扱いおよび販売等に関する事務を行います。
当社が行う
金融商品取引業の
内容及び方法の概要

当社が行う金融商品取引業は、主に金融商品取引法第28条第1項の規定に基づく第一種
金融商品取引業であり、当社においてファンドのお取引や保護預りが行われる場合は、以下に
よります。
◦�お取引にあたっては、保護預り口座、振替決済口座の開設が必要となり、当社と投資者の
皆様との間の有価証券の取引、サービス等に関する権利義務関係を規定した証券取引
約款に基づいて行われます。
◦�外国投資信託証券の場合は、外国証券取引口座の開設が必要になります。
◦�分配金再投資コースの場合は、累積投資口の開設が必要になります。
◦�お取引のご注文に係る代金については、当社所定の日までにお預けいただきます。
◦�ご注文いただいたお取引が成立した場合（法令に定める場合を除きます。）には、取引
報告書を原則として郵送または電子交付による方法により、投資者の皆様にお渡しいたし
ます。

会社の概要
（2023年12月末現在）

商号等	 SMBC日興証券株式会社
登録番号	 金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第2251号
本店所在地	 〒100-8325 東京都千代田区丸の内3-3-1
加入協会	 日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、
	 一般社団法人金融先物取引業協会、
	 一般社団法人第二種金融商品取引業協会、
	 一般社団法人日本ＳＴＯ協会
指定紛争解決機関	 特定非営利活動法人  証券・金融商品あっせん相談センター
資本金	 1,350億円
主な事業	 金融商品取引業
設立年月	 2009年6月
連絡先	 ＜お問い合わせ全般はこちら＞
	 0570-007-250
	  （平日8:00～18:00 ※祝日・年末年始を除く）
	 ＜口座開設のお問い合わせはこちら＞
	 0120-860-250
	  （平日9:00～18:00 / 土曜9:00～17:00 ※祝日・年末年始を除く）

本商品は、SMBCグループのグループ会社であるSMBC日興インベストメント・ファンド・マネジメント・カンパニー・エス・エイが管理会社となって
いる商品です。
・	�本ファンドは、お申込みされる方の国籍、居住地等により取得の制限が設けられています。取得制限の対象に該当する場合、お申込みを行うことが
できません。取得制限の対象に該当するお客様がファンドの保有者となっている場合、当該お客様に対して将来的に強制買戻しが行われる可能性が
ございます。詳しくは目論見書でご確認ください。

・	�外貨建て投資信託の場合、分配金・償還金は、変更のお申し出のない限り、あらかじめご指定いただいた円貨または外貨でのお受取となります。なお、
あらかじめ外貨でのお受取をご指定されない場合は、円貨でのお受取となります。変更を希望される場合には、事前にその旨をご連絡ください。
※ただし、別途、契約等で取り決められている場合は、上記の限りではありません。

※目論見書補完書面の情報は、交付目論見書の記載情報ではありません。
※当書面の情報の作成主体はSMBC日興証券株式会社であり、作成責任はSMBC日興証券株式会社にあります。

（2024.03）

■ お申込みは…
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